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【 レレヴァント レポート(関連報告書） Ⅱ 】 ～ 他県の取組状況 ① ～

神奈川県

神奈川県は地形的に西部の山地、中央の平野・台地、東部の丘陵・沿岸と多様で、湘南

地域や相模原地域に自転車利用率の高いエリアが存在する。

神奈川県が行った令和３年度県民ニーズ調査では県全体で約3割が日常的に自転車

を利用しており、利用は増加傾向にある。令和2年国勢調査に基づく通勤・通学手段の集

計結果から、自転車を利用している人の割合は約11.3％と推計されている。

県はサイクリングルートマップの作成や

「自転車の駅」の整備、太平洋岸自転車道を

中心とした矢羽根型路面表示を設置などで

ハード面を強化している。

また、湘南地域シェアサイクル広域周遊観

光実証実験事業を2019年から実施してい

る。

交通安全教室として、県警公式アプリに「スマートチリリンスクール」を実装し、ゲーム

感覚で交通ルール学習ができる仕組みを運用。アプリ内の「デジタルチリカ」機能を通じ

て、協力店での割引など地域経済との連携も図っている。

教育現場では学校のタブレットへアプリを導入してホームルーム等で利用する事例も

ある。一時不停止や信号無視等に対する取り締まり強化も示されており、危険箇所では

自転車を降りて通行するよう指導している。

【出典：北海道 政策科学研修 研修論文（要点再構成）】

【 レレヴァント レポート（関連報告書） Ⅲ 】 ～ 他県の取組状況 ② ～

静 岡 県

静岡県は南北に海と山を抱く地形を有し、海岸沿いの平野部では通勤・通学を中心と

した日常利用が広がる一方、中山間地では富士山などの地域資源を活かしたアクティビ

ティ利用が活発である。また、温暖な気候であるため、年間を通じて自転車利用が可能

である。

静岡県自転車活用推進計画では、東京2020オ

リンピック・パラリンピック自転車競技開催を契機

に、静岡県を「サイクルスポーツの聖地」とするため、

競技振興、サイクルツーリズム、裾野拡大・安全、走

行空間整備の４つの目標を定め、関係者が一体と

なってハード・ソフト両面の施策を総合的に展開し、

特に自転車の安全対策では小学生から高齢者に向

けて様々な取組を実施している。
▲自転車免許制度

小学生については、長期的な交通安全行動の定着を目的とした「自転車免許制度」の

導入や小学６年生を交通安全リーダーとして指名する「交通安全リーダー制」を運用し、

リーダーが模範を示すとともに、下級生を指導することで、子どもの交通安全意識を高

めている。

▲自転車マナーアップモデル校

高校生については、「自転車マナーアップ

モデル校」を指定し交通ルール遵守の重要性

を認識させるとともに自転車ヘルメット着用

促進を図るため、地域ボランティア等と協働

した生徒主体の活動を促している。

高齢者については、高齢者向けの研修会会

場に「ヘルメット体験コーナー」を設けるほか、

研修内容の一部に自転車事故防止対策を取

り入れている。

【出典：北海道 政策科学研修 研修論文（要点再構成）】
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１ めざす姿

身近で多くの人が気軽に利用できる交通手段である『自転車』。安心して走れる道と、

みんなで守るルールで安全に、もっと楽しく快適に自転車を利用できる北海道を目指し

ます。

Ⅲ 自転車施策の展開方向

高まる安全性
道交法の改正に伴う交通ルールの周知徹底や小中高生への交通安全教育、ヘ

ルメットの着用促進を一体的に推進することで、北海道全体の自転車利用におけ

る安全性の向上を着実に図ります。

深まる安心感
自転車通行空間の整備、適切な維持管理を行うとともに、損害賠償保険に関す

る理解促進と加入拡大を図ることで、すべての利用者が安心して自転車を活用

できる環境の整備を促進します。

広がる自転車
安全性の向上と安心感の醸成を基盤として、自転車の利用が世代や目的を超

えて広がり、通勤・通学、観光、健康増進に加え、環境負荷の軽減にも寄与するこ

とで、北海道における持続可能で活力ある新しいライフスタイルの創出につなげ

ます。

『高まる安全性！ 深まる安心感！ 広がる自転車∞北海道！！』

○自転車は多くの人が気軽に利用できる便利な交通手段として、高齢者を含む幅広い

世代に利用されています。道交法の改正や通行空間整備の進展により、安全性と安心感

が向上しています。

○自転車は身近な交通手段として、通勤、通学、買い物、子どもの送迎など、さまざまな

目的で多くの道民に利用されています。その結果、健康づくりやSDGsへの貢献、さら

には環境への配慮にも繋がっています。

○自転車は健康、環境、観光から、楽しむ自転車とし

て多くの方に利用されています。ナショナルサイクル

ルートや大規模な自転車道の整備が進み、道民はも

とより、国内外の多くの人々が本道でサイクリングを

楽しんでいます。
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２ 自転車施策の展開方向

「めざす姿」の実現に向け、「高まる安全性」、「深まる安心感」、「広がる自転車」の３つ

の視点に立ち、自転車の利用拡大に向けた事業展開を図る。

高まる安全性

展開方向１ ： 安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底

交通安全教室の実施などにより、交通ルールやマナーの周知徹底を図り、安全に

自転車を利用できる北海道の実現をめざす。

現 状

○ 自転車乗車中の被害の交通事故については減少傾向で推移している一方、自

転車が第1当事者（加害者）となった交通事故は増減を繰り返している。

○ 道交法改正により、ヘルメット着用努力義務化やながらスマホ、酒気帯び運転

などに対する罰則規定などが整備された。

○ 自転車交通安全教育（交通安全教室や講習等）は、小・中・高校生を中心に多数

の自治体で実施されているが、実施率や内容に地域差がある。

○ 自転車乗車中に死亡した人の約半数が頭部に致命傷を負っており、ヘルメット

未着用者の致死・重傷率は着用者よりも高い傾向が見られる。しかし、本道のヘ

ルメット着用率は全国平均を下回る低水準であり、特に小学生・中学生の着用率

は全国平均を大きく下回っている。

課 題

○ 自転車に関する交通ルールの徹底と安全教育の強化が必要である。

○ 道交法改正で「ながらスマホ」が新たに罰則の対象として明確化されたほか、逆

走、イヤホン使用、傘差し運転、無灯火、信号無視、一時不停止といった違反が反

則金の対象とされたことから、制度の周知が必要である。

課 題（つづき）

○ ヘルメット着用の重要性は極めて高く、世代に応じた啓発を通じて、ヘルメット着

用の定着を図る必要がある。

主な取組

○ 道交法改正に伴う罰則及び交通ルールの周知徹底

・ 道交法の改正により禁止行為とされた「ながらスマホ」「イヤホン使用」「傘差

し運転」や、逆走・信号無視などの通行区分違反について、包括連携企業や関

係機関と連携し、周知徹底と啓発に努める。

・ 「青切符制度」により反則金の対象となる違反について、包括連携企業や関

係機関と連携し、広く周知を図ることで事故抑止につなげる。

・ 自治体・教育機関・地域団体と連携し、SNSやホームページ、交通安全イベン

トを活用して、若年層から高齢者まで理解しやすい形で情報発信。

・ 毎月第1、第3金曜日の「自転車安全日」等において、街頭活動を通じた啓発

を実施するとともに、ホームページ

やSNSを活用し、幅広い層に向け

た情報発信に取り組む。
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主な取組（つづき）

○ 小中高生向けの交通安全教育の強化と推進

・ 関係機関と連携し、高校生を対象に交通事故の実態、ヘルメットの着用及び保険

の加入に関する出前講座を実施することで、若年層への理解促進と意識向上を図

る。

・ 小・中・高生の発達段階に応じた交通ルールの理解促進など、交通安全教育の推

進を図るとともに、学校安全の充実に向けた関係機関との会議を実施する。

・ スタントマンが交通事故をリアルに再現するスケアード・ストレイト教育技法を用

いた自転車教室を実施し、自転車の安全利用に対する意識向上を図る。

・ 自転車シミュレーター等を活用し、危険予測能力やルール遵守の重要性を体験的

に学べる機会を提供。

○ ヘルメットの着用促進と習慣化

・ 交通安全街頭啓発や各種イベントにおいて、ヘルメット着用の促進に向けた普及

啓発活動を実施する。

・ 小・中・高生の発達段階に応じた自転車利用時のヘルメット着用の啓発を通じて、

着用促進と習慣化を図るとともに、交通安全教育の推進に取り組む。

・ 毎月第1、第3金曜日の「自転車安全日」等において、ヘルメット着用の促進と習慣

化を含めた街頭啓発活動を実施するとともに、ホームページやSNSを活用し、幅

広い層に向けた情報発信に取り組む。

・ ヘルメットの着用効果について科学的データに基づき、SNSやホームページ、交

通安全イベントを活用して、若年層から高齢者まで幅広い層に向けた情報発信を

行い、理解促進を図る。

深まる安心感

展開方向２ ： 安心して自転車を利用できる通行空間等の整備

自転車の利活用を促進するため、安心できる走行環境や通行空間の整備を推進

し、適切な維持管理を行うとともに、損害賠償保険への理解促進と未加入者への加

入促進を通じて、道民が安心して自転車を利用できる北海道の実現をめざす。

現 状

○ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の改定が行われ、面的な自転

車ネットワーク計画の策定方法や通行空間の設計手法が新たに示された。

○ 本道では大規模な自転車道の整備が進められ、適切な維持管理が行われてい

る。

○ 矢羽根型路面表示などを活用した自転車通行空間の整備が、都市部・地方部を

問わず進められており、整備後の空間については適切な維持管理も行われてい

る。

○ 都市部では、矢羽根型路面表示などによる通行空間の改善により、自転車の車

道通行率が整備前と比べて上昇するなど、利用者の行動変化が見られている。

○ 自転車事故をめぐる損害賠償額は高額化している。

○ 道では、条例により自転車損害賠償保険等への加入の努力義務を定めている

が、自転車損害賠償保険等への加入率は全国平均より大きく下回っている。

○ 損害賠償保険については、自動車保険や火災保険の特約として付帯されている

場合もあるが、加入者が特約の内容を十分に理解しておらず、加入状況を把握し

ていないケースも少なくない。
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